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道路政策の潮流 ～サービスレベル達成型への転換～
➢ 移動しやすさ、強靱性（通行止めリスク）など、求められるサービスレベルを達成する

「サービスレベル達成型」を目指す（国交省道路局「WISENET2050」）

出典：社会資本整備審議会 道路分科会 第 83 回基本政策部会 資料３ https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001758738.pdf 2



災害時の目標レベル
➢ 今年６月閣議決定の第1次国土強靱化実施中期計画では、「発災後概ね１日以内に緊急車両

の通行を確保し、概ね１週間以内に一般車両の通行を確保することを目標」と提示

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kokudo_kyoujinka/dai1_chuukikeikaku/4-1-2.pdf 3



２．（参考）

出典：国土交通省道路局・都市局「令和8年度 道路関係 予算概算要求概要」 https://www.mlit.go.jp/page/content/001906597.pdf 4



災害時の目標達成のための方策
➢ 災害時の目標達成のためには、地震時・豪雨時の作用に対して所要の性能を確保した道路の

整備といったハード対策に加え、既設道路の被災リスクの評価、発災後の被災箇所・通行機
能の早期把握技術といったソフト対策、道路啓開計画に基づく体制整備など、多角的に対策
を講じていくことが必要

道路啓開

被災箇所早期把握技術の例道路ネットワークの強化・４車線化

https://www.thr.mlit.go.jp/road/sesaku/keikai/process/1227_zentai.pdf 5



災害時の目標達成のための方策
➢ 各種の対策は、系統立てて実施する必要あり

➢ 新設整備・既設補強といったハード対策による道路構造物の性能確保をベースとし、路線の
リスク評価を踏まえて、ソフト対策や体制整備を図ることに

➢ 既設路線のリスク評価に際しては、老朽化の影響も考慮
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災害時の目標達成のための方策
➢ 各種の対策は、系統立てて実施する必要あり

➢ 新設整備・既設補強といったハード対策による道路構造物の性能確保をベースとし、路線の
リスク評価を踏まえて、ソフト対策や体制整備を図ることに

➢ 既設路線のリスク評価に際しては、老朽化の影響も考慮

ハード対策による性能確保

ソフト
対策

体制
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国総研での取組み
➢ 国総研道路構造物研究部では、事前対策をはじめ、発災後の初動対応から復旧に至るまでの各フェイズで必要とな

る様々な技術に関する調査研究を実施

➢ 加えて、具体の事前対策に関する技術指導、災害発生後の被災度調査、応急復旧・本復旧に関する技術支援も実施

地 震 豪 雨

事前対策
（防災）

■道路構造物の耐震対策技術に関する研究
■地震被害をふまえたトンネル（既設・新設）の設計に関する研究
■土工構造物における点検手法の検討
■地盤震動特性に関する調査、強震観測調査
■災害に対するリスク評価

■土工構造物における点検手法の検討
■トンネル坑口周辺における斜面災害への対策
に 関する研究
■既設土工構造物の機能回復に関する研究
■災害に対するリスク評価

予報 ■新たな事前通行規制基準の研究
（レーダ雨量計の活用、新たな雨量指標の検討）

発
災

初動体制 ■地震被害推定情報の即時配信システムの運用、情報提供先の拡大
（スペクトル分析情報や強い揺れに曝されたCCTVカメラリストの配信）

■土木構造物の即時被害検知・強震モニタリング

道路啓開 ■道路通行可否の把握技術に関する調査
（各種画像センサ、衛星、UAV等、プローブ情報の活用）

応急復旧 ■地震に対する道路橋基礎の耐荷性向上に関する研究
■地震被害を受けた斜張橋ケーブルの点検診断に関する研究
■復旧における新技術の活用（UAV,SAR等）

■洪水による洗掘等に対する道路構造物の耐荷性
向上に関する研究

本復旧
（再度災害防止）

■橋梁補修補強設計に関する研究
■トンネル補修補強設計に関する研究
■土工構造物の要求性能に応じた照査法に関する研究
■既設土工構造物の機能回復に関する研究

■洪水による洗掘等に対する道路構造物の耐荷性
 向上に関する研究
■橋梁補修補強設計に関する研究
■既設土工構造物の機能回復に関する研究

災害対策に関する主な調査研究
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調査研究の例 ①落橋防止構造等の性能照査法の開発（実施中）
➢ H28年熊本地震、R6年能登半島地震等の地震時に、上部構造が容易に落下しないための対策

である落橋防止構造やダンパーの取付部等が損傷

➢ 続発する地震に対して損傷進展のおそれがあり、速やかな通行機能確保の支障に

落橋防止構造（横方向の固定ブロック）の損傷 ダンパー取付部の損傷
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調査研究の例 ①落橋防止構造等の性能照査法の開発（実施中）
➢ 速やかな通行機能確保の観点から、落橋防止構造やダンパーの取付部等が地震の続発に対し

て抵抗できるようにするため、衝撃力に対する設計法や性能評価試験法を検討・提案

①被災橋梁に対する数値解析に
より、衝撃力に対する損傷メ
カニズムや作用外力の分析

②実物大試験による衝撃力の評
価、破壊形態や耐荷力の把握。
補強対策が実施された模型を
用いた補強効果の検証実験

③実物大模型に対する試験結果
の再現解析の実施

④設計法や性能評価試験法のと
りまとめ

突起

衝撃載荷

側面図

研究の概要 実物大実験（衝撃載荷）
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調査研究の例 ②既設トンネルの地震時覆工崩落対策（実施中）
➢ R6年能登半島地震では、地山の大規模な変位により覆工コンクリートが崩落し、長期の通行止めに

➢ 新設トンネルでは、H28年熊本地震での被害を踏まえ、覆工崩落のおそれがある特殊条件では、
覆工コンクリートへの単鉄筋配置等を実施（直轄トンネル）

➢ 既設トンネルに対しては、覆工崩落が生じやすい地質・地盤条件を明確化してリスクを評価すると
ともに、既設覆工への対策技術の開発が必要

・突発的な大量の湧水により施工を長期間中断した箇所
・切羽の著しい崩落により施工を長期間中断した箇所
・地山の不安定性に起因して大規模な補助工法を使用した箇所など

R6年能登半島地震での覆工コンクリート崩落例 新設トンネルでの覆工崩落対策の例
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調査研究の例 ②既設トンネルの地震時覆工崩落対策（実施中）
➢ 地震時の覆工崩落が生じやすい地質・地盤条件と、既設トンネルに対する覆工崩落対策工に

求められる要件について検討・提案

研究フロー 覆工崩落対策工の効果検証実験
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調査研究の例③洪水・豪雨に対する道路構造物の強靱化（実施済）
➢ 近年における大雨の頻発化・激甚化に伴い、河川隣接区間での道路土工構造物の洗掘により、

道路の通行機能が長期にわたり喪失する事象が頻発

➢ 洗掘被災リスクの高い条件を明確化したうえで、点検・修繕を適切に実施していくことが必要

https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001887240.pdf

河川隣接区間の道路被害（R2年7月豪雨）

出典：国総研資料第1151号 13



調査研究の例 ③洪水・豪雨に対する道路構造物の強靱化（実施済）
➢ 洗掘被害データから、河川状況、道路土工構造物の状況、道路機能への影響を整理し、洗掘

による被災リスクの高い道路土工構造物の抽出条件を整理

➢ 研究成果を令和５年３月改定の道路土工構造物定期点検要領に反映

①水平距離

③湾曲半径

②河床勾配
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（参考）地震発生後の道路管理者の対応 ～課題と改善策～
調査研究④：スペクトル分析情報の自動配信

調査研究⑤：UAV、衛星SARによる被災把握
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調査研究の例 ④スペクトル分析情報の自動配信システム（実施済）
➢ 気象庁･防災科研･気象協会からの情報を自動受信、地震動の加速度応答スペクトルと「被害

発生ライン」の比較から、構造物被害発生の可能性・程度を４段階※で評価

➢ 国土交通省内の災害対策関係者等に地震発生から８分で自動配信

地震発生

スペクトル分析情報
配信システム

※「甚大な被害が懸念」「比較的広域で構造物への被害が懸念」「構造物への被害が懸念」「構造物への被害は限定的と推測される」

１）気象庁が公表する地震速報
・発生地震情報、各地の震度

２）強震観測網K-NET

（約1,000地点）
・K-NET観測点加速度
応答スペクトル

３）気象庁直轄観測点
（約700地点）
・気象庁観測点加速度
応答スペクトル
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調査研究の例 ⑤-1 ＡＩ搭載のＵＡＶによる被災状況把握（実施中）
➢ 汎用のUAVに被災箇所を抽出するAI処理装置を開発・搭載

➢ 災害発生時にUAVを自動発進・航行させ、緊急パトロールより早く被災箇所・状況を把握す
るシステムの構築により、道路管理者の災害対応を迅速・効率化

AI処理装置の構成 道路管理者のモニター画像（イメージ）

⇒12月16日（予備日17日）、関東地整管内（山梨県内）で、
UAV自動航行による公開実験を実施！ 17



調査研究の例 ⑤-2 衛星ＳＡＲによる被災状況把握（実施中）
➢ 道路構造物の種類・被災形態に応じた衛星SAR画像の種類・解析手法を検討し、道路被災状

況把握に活用するための手引き（画像解析・判読方法）を作成

➢ 夜間の災害、広域災害、道路閉塞箇所の先の状況など、緊急パトロールで把握できない箇所
等を衛星画像で把握することにより、災害対応を迅速・効率化
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現場技術支援の例 令和7年8月6日からの大雨による被害
➢ 令和7年8月6日からの大雨により8月8日に洗掘被害が生じた国道10号網掛橋について、現地

での技術指導などにより発災直後から支援

➢ 被災から3ヶ月後、応急復旧完了に伴い全面通行止めを解除

現地での技術指導（8月11日） 通行止め解除の記者発表（鹿児島国道）

https://www.qsr.mlit.go.jp/kakoku/hodo/r7/250807-22.pdf 19



おわりに

➢今後も多角的な観点から、国土強靱化に資する 
調査研究を実施

➢研究成果は、技術基準など施策への反映を通じ
て社会実装
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